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憲法9条と防衛政策の転換を問う
5月18日の参議院決算

委員会では、小泉進次
郎防衛大臣らに対し、
憲法9条と防衛政策、防
衛装備移転三原則（武
器輸出ルール）の見直
し、防衛予算の在り方、
大分・熊本で進むミサ
イル関連施設整備など
について質問しました。

私は冒頭、「憲法9条を堅持し、平和憲法を生かした安全保障政策を進めるべき

だ」と強調しました。トランプ大統領からホルムズ海峡への自衛隊派遣を求められた
際、日本政府が「国内法上できること、できないことがある」と説明したことなどを
挙げ、「世界は日本国憲法9条の存在を意識している」と指摘しました。これに対し、
小泉防衛大臣は「専守防衛は維持する」としつつ、「攻撃側のコストが下がり、守る
側のコストが上がっている」として、防衛力強化の必要性を主張しました。

特に問題視したのは、殺傷能力のある武器輸出を可能にする防衛装備移転三原則の
見直しです。私は「これまでの五類型は平和国家日本の歯止めだった。このままでは
際限なく武器輸出が進みかねない」と追及しました。さらに、防衛費43兆円規模への
拡大など、日本の安全保障政策の重大転換が、十分な国会審議を経ず、閣議決定だけ
で進められている現状について、「シビリアンコントロールの観点から重大な問題
だ」と厳しく指摘しました。
また、防衛予算をめぐる無駄遣いや不正についても取り上げました。災害用ドロー
ン40機が、初歩的な事務ミスで4年以上使われないまま放置されていた問題では、
「約7480万円もの税金投入が無駄になったのではないか」と追及。小泉大臣は「重
く受け止める」と答弁。海上自衛隊で架空の潜水訓練を計上し、約6275万円の潜水

手当が不正支給されていた問題については、「一部の逸脱ではなく、組織的問題では
ないか」と質しました。
私の地元大分分屯地で大型弾薬庫が当初2基から9基へ増設されている問題では、周
辺には住宅地や学校が集中しており、住民から不安の声が上がっています。攻撃の対
象になるような施設を作ることの問題点を指摘しましたが、平和国家としての理念、
国会による民主的統制、地域住民への丁寧な説明を欠いたまま、防衛政策の大転換が
進められていることに大きな危機感を持っています。引き続き、国会で厳しくチェッ
クしてまいります。



参議院の役割と緊急集会の
重要性を主張

5月20日の参議院憲法審査会で、私は会派を
代表して、参議院選挙における「一票の格
差」と参議院の役割について意見表明を行い
ました。私は、参議院は「多様な民意を反映
させる院」であり、都道府県単位の代表制に
は歴史・文化・地域性の観点から重要な意義
があると指摘。その上で、格差是正は必要で
あるものの、安易な憲法改正ではなく、参議
院改革の議論を深めるべきだと主張しました。

また、緊急事態時に参議院が国会機能を維持する「緊急集会」の重要性についても強
調しました。私は、衆議院憲法審査会で進められている議員任期延長を前提とした改憲
論議について、「緊急集会の本来の憲法趣旨を軽視している」と指摘しました。
さらに、一部議員から参議院や有権者を軽視するような発言があったことについて、

「参議院の存在意義や国民の民意を否定する暴言だ」として、撤回と謝罪を求めました。
憲法論議は、立憲主義と法の支配に基づき、冷静で丁寧な議論を積み重ねることが必

要です。今後も参議院の役割と民主主義を守る立場から議論を続けてまいります。

国土審議会で東京一極集中の是正と地域生活圏の形成
について発言

5月19日、政府の国土審議会に立憲民主党を代表して初めて出席しました。審議会で

は、広域地方計画や「地域生活圏」の形成、二地域居住の推進などについて、事務局か
ら説明を受け、有識者の皆さんと意見交換を行いました。
私はまず、この間進んできた東京一極集中や、地方においても拠点都市への集中が進

んでいる現状について問題提起を行いました。人口減少が進む中、地方では小規模自治
体を中心に深刻な職員不足が続いており、行政サービスの維持そのものが大きな課題と
なっています。こうした状況の中で、地域の暮らしを支える「地域生活圏」の形成は重
要な取り組みであると考えています。
一方で、単なる自治体の“手上げ方式”では、人的・財政的余力の乏しい地域ほど取り

組みが難しくなる懸念があります。そのため私は、自治体任せにするのではなく、民間
のノウハウや地域の知恵を活用しながら、行政機能を補完できる仕組みづくりが必要で
あることを訴えました。

地方で安心して暮らし続けられる社会を
どう実現するのか。国土政策のあり方が問
われています。今後も現場の実情を踏まえ、
地方の声を国政に届けてまいります。

★次回は5/27(水）決算委員
会で農水省に質問予定で
す！


	スライド 1
	スライド 2

